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第１章 四国の鉄道を取り巻く周辺環境の変化

第６章 四国の公共交通ネットワークのあり方に関する検討

○四国においては、人口減少と、都市部への人口集中が進むとともに、車社会の進展と高速道路の整備・延伸により、鉄道を取り巻く周
辺環境は厳しくなっている。

○ＪＲ四国は、様々な施策により「鉄道運輸収入維持・拡大」「経費節減」「非鉄道部門の取り組み」「地域や企業・団体と連携した取
り組み」を進めている。

○鉄道運輸収入維持・拡大に努めてきたものの、ＪＲ四国の鉄道運輸収入は、ピーク時と比較すると、約2/3の水準まで減少（1991
(H3)年度370億円→2017(H29)年度239億円）。利用者数も減少している（区間別平均通過人員ＪＲ四国平均 1989(H1)年度6,513人
→2017(H29)年度4,730人）。

○ＪＲ四国の営業係数（100円の収入を得るために要する費用）は、全線合計・2013-2017(H25-29)年度平均で「144」である。

○収入面では、今後の人口減少を踏まえると、更なる減少が見込まれる。
○費用面では、老朽設備・車両の更新、大規模修繕が増え続ける。また、大規模災害発生の際には多額の費用を要するとともに、近年の
激しい気象条件に備えた防災対策が必要である。更に、本四備讃線については、膨大な設備の維持更新を考慮した場合、そのコスト負
担が大きい。そしてこれらに必要な多額の資金調達が課題である。

○要員面では、国鉄採用社員の大量退職時代を迎え、運転士をはじめとする人材確保が課題である。

○ＪＲ四国発足時、経営安定基金（2,082億円）が措置された他、低金利が継続する中、これまで、運用益確保のための高い貸付利回り
措置が講じられてきた。

○税制についても、固定資産税等の軽減措置（2021(H33)年度まで）等が講じられている。
○2011(H23)年度からは、経営安定化のための支援措置として、経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）（2031(H43)年度まで）
と、設備投資への支援（2020(H32)年度まで）が講じられており、加えて、2016(H28)年度からは、安全対策に対する追加的支援措置
として、設備投資・修繕への支援措置が講じられている（2020(H32)年度まで）。

○ＪＲ四国の更なる経営努力は当然だが、それだけでは近い将来、鉄道ネットワークを維持していくことが困難になると想定される。
こうした中、四国の活力の維持・向上の観点から、各交通モードの特性や地域の特性・実情を踏まえた、持続可能な公共交通ネット
ワークの形成に向けて、地域の関係者（地元自治体、事業者、地域住民）が連携・協力して検討を進めていくことが求められる。



第１章 四国の鉄道を取り巻く周辺環境の変化
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四国の人口分布 5



四国の旅客流動の交通機関別割合 6
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※平成22年度以降は、調査方法の変更に伴い、自家用自動車のデータが無くなったため、継続したデータが存在しない。

出典：平成29年版四国運輸局業務要覧
数値は、旅客地域流動調査による輸送人員の割合



高速道路の整備・延伸 7

■ 四国における高速道路の整備状況

■ 四国四県の自動車の保有状況

昭和62年4月 11km ⇒ 平成30年3月 529km（約48倍）

昭和62年3月末 191万台 ⇒ 平成29年3月末 298万台（約1.56倍）

出典：都道府県別・車種別保有台数表（一般財団法人自動車検査登録情報協会）

（ＪＲ四国調べ）



第２章 ＪＲ四国の経営努力



鉄道運輸収入維持・拡大の取り組み① 9

◆高速化（線形改良、電化、振子車両導入）
◆列車最高速度の推移
・予讃線（高松～松山）

平成２年 110km/h → 120km/h
平成５年 120km/h → 130km/h

・土讃線（多度津～高知）
平成２年 85km/h → 120km/h

・予讃線（松山～宇和島）土讃線（高知～窪川）
平成２年 65～85km/h→ 110～120km/h

・高徳線
平成10年 110km/h → 130km/h

競合輸送機関への対応

◆割引きっぷの発売
・トク割２枚・４枚回数券
（高松⇔松山、高松・徳島⇔高知～朝倉） 等

四国への誘客と交流人口の拡大

◆訪日外国人向け商品の発売
・四国内交通事業者の連携による訪日外国人向け商品
「ALL SHIKOKU Rail Pass」 H24：1,297枚→H29：21,587枚

◆観光誘発型商品の発売
・乗り放題きっぷ、二次交通・観光施設をセットした商品の発売
（例）バースデイきっぷ、ことでん・JRくるり～んきっぷ、

駅長推薦あじな散歩道、松山日帰り路面電車割引きっぷ 等

◆所要時間の短縮（S62→H30）※平均値

都市圏における利便性向上
◆都市圏輸送改善
・平成 ５年 予讃線（坂出～丸亀）複線化
・平成１４年 高松地区輸送改善（快速サンポート設定）
・平成２１年 瀬戸大橋線輸送改善

◆列車本数の増加

◆特急通勤・通学
・特急用定期券「快て～き」の設定（平成５年）
・短距離特急料金（25kmまで）の設定（平成６年）

高松、松山、徳島、高知発着の快速＋普通列車本数（S62.3→H30.3）
高松都市圏 142本→244本(+102本) 徳島都市圏 171本→183本(+12本)
松山都市圏 93本→118本(  +25本) 高知都市圏 94本→132本(+38本)

2:15

2:30

1:08

2:50

2:51

1:33 S62
H30▲25分

▲21分

▲35分

徳島～高松
(74.5km)

松山～高松
(194.4km)

高知～高松
(159.3km)

（例） 特急通常価格 特別企画乗車券 割引率 (高速バス)

松山～高松 自由席 5,670円
トク割4枚回数券(自由席用)

3,300円
41.8%

4枚回数券

3,300円

高知～高松 自由席 4,910円
トク割4枚回数券(自由席用)

3,000円
38.9%

4枚回数券

3,000円

徳島～高知 自由席 5,340円
トク割4枚回数券(自由席用)

3,090円
42.1%

4枚回数券

3,090円

（注）回数券の価格は片道１名当たりの単価

鉄道の高速化や、交流人口の拡大、都市圏における利便性向上等、様々な鉄道運輸収入維持・拡大策に取り組んでいる。

駅案内の多言語化
駅・列車の
トイレ洋式化

駅・列車におけるWiFiの整備

◆利用しやすい環境づくり



鉄道運輸収入維持・拡大の取り組み② 10

後免

甲浦

海部

伊予灘ものがたり 予讃線アンパンマン列車
（しおかぜ）

四国まんなか千年ものがたり
鉄道ホビートレイン

海洋堂ホビートレイン

土讃線アンパンマン列車

ゆうゆうアンパンマンカー

志国高知幕末維新号

岡山

多度津
瀬戸大橋アンパンマントロッコ

予讃線アンパンマン列車
（宇和海）八幡浜

徳島

四国外からも「わざわざ」乗りに来ていただける鉄道を目指して各地で観光列車を展開し、地域への誘客に努めている。

志国土佐 時代の夜明けのものがたり
ト キ

（2020年春～）
しまんトロッコ



経費節減の取り組み 11
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費
用
計
（
億
円
）

営業費 人件費 動力費 業務費 修繕費

主な営業費用の推移

※営業費は全事業の営業費用であり、減価償却費、諸税が含まれる。 億円未満切り捨て

経費節減の主な取組み ・ワンマン運転、駅の無人化の拡大
・列車の短編成化
・軌道強化（マクラギのコンクリート化等）
・不要設備の撤去
・車両の検査周期、洗浄周期の見直し
・需要に応じた輸送体系の見直し

・組織の統廃合
・賃金制度等（各種手当、旅費等）の見直し
・早期退職優遇制度の実施
・業務の省力化（機械化・システム化）、外注化
・契約社員・定年再雇用社員の活用

人件費、業務費を中心に、経費節減に取り組んでいる。



ＪＲ四国グループの非鉄道部門の取り組み 12

［主な既存事業］ ［主な新規事業（近年の取り組み）］

○宿泊特化型ホテル事業への参入

○分譲マンション事業への参入

○簡易宿所事業への参入

◇第１号物件として、昭和町駅近くの
住宅街に「Ｊ.ＣＲＥＳＴ高松昭和
町」を建設。2016年完成。

◇高松市内で整備を計画中。2022年
度完成予定。

◇京都市で「４Ｓ ＳＴＡＹ京都九条」
を、2018.4開業。

◇四国における第１号店として、徳島県
三好市池田町で「４Ｓ ＳＴＡＹ阿波
池田駅前」を、2018.11開業。

ホテル事業

不動産事業等

飲食・物販事業

・ジェイアール四国コミュニケーションウェア（1990.2設立）
教育におけるＩＣＴ活用で利用できるソフトウェアを開発・販売

その他事業

・ＪＲホテルクレメント徳島（1993.7開業）
・ＪＲホテルクレメント宇和島（1998.6開業）
・ＪＲホテルクレメント高松（2001.5開業）
・四万十の宿（2002.7開業）

・四国キヨスク（1987.6設立）
ＪＲ四国の駅において物販店等を営業

・めりけんや（1990.11設立）
本場さぬきうどんを全国に産地直送。また、香川県をはじ
め岡山駅、首都圏や関西圏の駅を中心にうどん店を展開

・ウィリーウィンキー（1993.2設立）
ＪＲ四国の駅等においてパン屋を展開

・ステーションクリエイト東四国、愛媛、高知（1997.8設立）
ＪＲ四国の駅等において各種飲食店を展開するほか、テナントや駐車場の管
理など、様々な事業を展開

・ＪＲ四国本体（通信販売事業）（1990.9開始）
地域オリジナルの産品など四国ならではの魅力を全国に発信するツールとし
て、カタログショッピングを展開

ＪＲホテルクレメント徳島

めりけんや

・大規模住宅街「オレンジタウン」分譲（1998.10分譲開始）
・賃貸マンションの運営、分譲マンション及び中古住宅の買取・再販並びに管
理業務、駅周辺の再開発・店舗誘致、マンション管理など

・ＪＲ徳島駅と一体となったショッピングセンター「徳島駅クレメントプラ
ザ」及び「徳島駅クレメント駐車場」運営（1993.4開業）

◇旺盛な宿泊需要に対応するため、高
松駅前に、コンパクトな宿泊に特化
したホテル｢ＪＲクレメントイン高
松｣を、2018.10開業。

◇松山市道後地区のホテル「道後や
や」を取得。2019.2運営開始。

◇高知駅前に「ＪＲクレメントイン高
知（仮称）」を建設予定。2020年秋
開業予定。

「ＪＲホテルクレメント高松」と
「ＪＲクレメントイン高松」

「Ｊ．ＣＲＥＳＴ高松昭和町」

「４ＳＳＴＡＹ阿波池田駅前」

既存事業の収益性向上に加え、事業領域の拡大に取り組み、安定的に利益を計上できるよう取り組みを進めている。

「道後やや」



地域や企業・団体と連携した取り組み 13

平成３０年７月豪雨で被災した地域の
特産品等を仕入・販売する
ことにより、被災地の生産者や事業者
の復興を応援するとともに、売上の一
部は義援金としてお預かりし、３社連
携事業から愛媛県
・高知県を通じて、被災地復興に活用
していただく取り組みを
平成３０年８月１０日から実施。

企業・団体との協定 地域との連携「四国家のお宝」

四国に存在する地域資源・文
化資源を掘り起こし、地域と
協働して付加価値付けされた
観光素材・文化素材に磨き上
げ、観光による地域活性化を
目指す取り組み。

地域との観光プロモーション協定

◆香川県 2017年５月～2019年３月
「うどん県。それだけじゃない香川県」プロジェクト、「瀬戸大橋開通
３０周年記念事業」の実施を通じて香川県観光の発展を図り、交流人口
の一層の拡大を目指す。

地域や企業、団体と連携して、四国の魅力の向上・発信に努め、鉄道利用の促進と地域の活性化に取り組んでいる。

宇和島城と伊達文化第17弾

平成30年７月豪雨で被災した地域の特産品等を仕入・販売す
ることにより、被災地の生産者や事業者の復興を応援。売上
の一部を被災地復興に活用していただく。

◆松山市 2015年５月～2019年３月
・瀬戸内・松山周遊ルートの定着へ向けた商品の充実と
プロモーションの実施

他では見られない固有の価値がある・・・本物性
知識が無くても惹きつけられる・・・・・物語性
価値の提供が地域の枠組みの中で可能・・持続性

◆ ＪＡバンクえひめ 2018年４月
観光誘客・交流人口の拡大や農産物・農産加工品等の情報
発信・販路拡大に向けた連携

◆ 四国４国立大学 2017年９月
地域振興・観光振興・人材育成を
中心に、四国の地域活性化に向け
て協働

◆ 日本郵便四国支社 2017年10月
◆ 四国電力 2018年３月
３社の経営資源を活かし、四国の
にぎわい創出によるサービスの維
持・業績の向上を目指す

◆高知県 2019年２月～2020年12月
「リョーマの休日～自然＆体験キャンペーン～」を契機に、高知県観光
の飛躍と、交流人口の一層の拡大を目指す。

◆ ＪＢ本四高速 2017年３月
地域の元気をアップし、地域とともに元気になることを
目的に連携協力

・学生が企画した「地域観光チャレンジ
ツアー」の発売

・パンフレットの共同作成・配布
・瀬戸大橋塔頂ツアー実施

ＪＲ四国・日本郵便四国支社・四国電力による被災地支援

※過去には、徳島県、愛媛県とも協定を締結していた。
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見込み

瀬戸大橋開通

運賃改定

阪神淡路大震災

明石海峡大橋開通

リーマンショック

高速道路料金大幅割引開始
・H20.9～ 休日昼間100km以内5割引等
・H21.3～ 平日3割引・土休日5割引・上限1,000円
・H23.6～ 平日3割引・土休日5割引
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ＪＲ四国の区間別平均通過人員（平成29年度） 16

児島

池谷鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

海部

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

内子

後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

本四備讃線

内子線

向井原

土讃線
新谷 牟岐

(25,095→24,583)

※(6,965→4,941)

(2,454→1,917)
※(6,965
→3,753)

(5,096→2,962)

(6,589→4,807)

(1,817→753)

(467→232)

(30,372→24,769)

(13,300→9,609)

(7,978→6,093)

(9,224→7,471)

(3,965→3,079)
(1,072→442)

(3,965→3,079)

(575→340)

(2,447→1,173)

(7,093→3,985)

(4,818→2,928)

(9,331→5,693)

窪川

引田

(4,445→3,693)

※平成元年の高徳線の平均通過人員は
高松～徳島間の値

［平均通過人員］
営業キロ１km当たりの１日平均旅客輸送人員

＜凡 例＞ 平均通過人員

1,000人未満

1,000 ～ 2,000

2,000 ～ 4,000

4,000 ～ 8,000

8,000 ～ 10,000

10,000 ～ 20,000

20,000人以上

(平成29年度)

(X,XXX→X,XXX)

平成元年度 平成29年度

平成元年度
ＪＲ四国平均6,513人

平成29年度
ＪＲ四国平均4,730人

4,000人未満 35%

営業キロによる割合

4,000～
8,000人

2,000～
4,000人

1,000～
2,000人

1,000人
未満

20,000人
以上

8,000～
10,000人

10,000～
20,000人

10.3% 9.8% 15.2% 48.8%
7.1%

2.8%

6.0%

25.6%41.1%4.5%20.1% 5.9%2.8%

4,000人未満 66%



ＪＲ四国の普通列車の区間別平均通過人員（平成29年度） 17

児島

鳴門

徳島

阿南

松山

北宇和島

中村

窪川

須崎

高知

予讃線

高松

板野

海部

甲浦

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

八幡浜

後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線 鳴門線

本四備讃線
(ﾏﾘﾝﾗｲﾅｰを含む)

向井原 土讃線

引田

牟岐

16,466

1,917

1,981

4,576

676

232

20,898

3,497

1,638

2,593

1,004

442

500

340

3,222

682

志度
4,340

1,952
299

3,205鴨島

5,194

穴吹

1,010

270

土佐山田

191

2,2506,104

伊野

4,928
2,239

371

2,097

伊予北条

4,445 阿波
池田

池谷

1,219新居浜
伊予西条1,649

伊予市

＜凡 例＞ 平均通過人員

1,000人未満

1,000 ～ 2,000

2,000 ～ 4,000

4,000 ～ 8,000

8,000 ～ 10,000

10,000 ～ 20,000

20,000人以上

伊予大洲
新谷

内子

770

佐古

今治 観音寺

宇多津

多度津

内子線



ＪＲ四国の線区別営業係数（平成25-29年度の平均） 18

＜凡 例＞ 営業係数

500以上

200 ～ 500

150 ～ 200

100 ～ 150

100未満

・線区の営業キロで按分 ・線区の輸送人キロで按分
・線区の旅客運輸収入で按分 ・線区の収入で按分 ・線区の共通費を除く費用で按分
・費用の項目別に管理費を直接費の割合で按分
（例：車両管理費 ならば、車両保存費の割合で按分など）

（※１）国土交通省自動車局編「自動車運送事業経営指標2017年版」を
もとに、作成した。

児島

池谷
鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

海部

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

本四備讃線

向井原

土讃線

窪川

引田

土佐くろしお鉄道
（中村線・宿毛線）

営業収益
（百万円）

営業費
（百万円）

営業損益
（百万円）

営業係数

JR四国・全線合計
（平成25-29年度平均）

24,838 35,777 ▲10,940 144

【参考】バスの場合（平成27年度）
四国内乗合バス12事業者合計（※１）

12,676 14,646 ▲1,970 116

営業係数＝
営業費

営業収益
×100

営業係数

共通費（線区に割賦することが出来ない一般管理費や、減価償却
費、諸税など）は、以下の６つの考え方により線区に割賦し、そ
の最大・最小値に基づく平均を採用している。
なお、鉄道線路使用料収入等は含まない。

営業収益
営業費

123 27.2億円
22.2億円

▲5.0億円

106 15.5億円
14.7億円

▲0.8億円

115 48.7億円
42.5億円

▲6.2億円

84 27.8億円
32.9億円

5.2億円

145 19.1億円
13.2億円

▲5.9億円 173 12.3億円
7.1億円

▲5.2億円

320 2.2億円
0.7億円

▲1.5億円

183 9.9億円
5.4億円

▲4.5億円

635 10.1億円
1.6億円

▲8.5億円

1159 10.2億円
0.9億円

▲9.3億円

199 16.6億円
8.3億円

▲8.3億円

278 6.7億円
2.4億円

▲4.3億円

116 41.5億円
35.9億円

▲5.6億円

175 41.1億円
23.5億円

▲17.6億円

175 7.1億円
4.1億円

▲3.1億円

218 21.4億円
9.9億円

▲11.6億円

157 34.3億円
21.9億円

▲12.4億円

547 7.0億円
1.3億円

▲5.7億円

100 30.0億円
30.0億円

▲0.0億円 営業損益

※ 100円の収入を得るために要する費用
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（参考）

収入＝100とした場合の費用割合

113 82 157 376 728 

0 100 200 300 400 500 600 700 800100

[1]運行費（乗務員・動力）に含む費用
人件費、燃料費、保険料、事故賠償費

[2]運行費（駅・車両の維持・修繕）に含む費用
修繕費（車両）、自動車リース料

[3]設備費（地上設備の維持・修繕）に含む費用
修繕費（その他）、施設使用料、道路使用料

[4]共通費に含む費用
固定資産償却費、施設賦課税、その他運送費、一般管理費

四国の乗合バスの費用内訳については、 国土交通省自動車局編 「自動車
運送事業経営指標2017年版」に基づき、以下の区分けで作成。

四国の乗合バス
（平成27年度）

鉄道計

※平均通過人員は5年平均で算出

平均通過人員：4,610人/日

平均通過人員

4,000人/日以上の線区

平均通過人員

1,000～4,000人/日の線区

平均通過人員

1,000人/日未満の線区

＜凡 例＞ 数字は収入を100とした場合の費用を表す

100
費用総計

運行費
（乗務員・動力）

運行費
（駅・車両の維持・修繕）

設備費
（地上設備の維持・修繕）

共通費

本四備讃線、予讃線（高松～松山）、
土讃線（多度津～琴平、高知～須崎）、

高徳線（高松～引田）、牟岐線（徳島～阿南）

予讃線（松山～宇和島）、内子線、
土讃線（琴平～高知、須崎～窪川）、
高徳線（引田～徳島）、徳島線、鳴門線

予讃線（向井原～伊予長浜～伊予大洲）、
牟岐線（阿南～海部）、予土線

100



第４章 ＪＲ四国の課題



将来人口と大きな相関高速道路と大きな相関
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鉄道運輸収入の推移（高速道路の延長、人口の推移との相関） 21
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鉄道運輸収入は、今後、人口減少と大きな相関をもって減少することが見込まれる。



ＪＲ四国路線の開通からの経過年数 22

児島

鳴門

徳島

松山

伊予大洲

北宇和島

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

海部

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宇和島

内子

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

本四備讃線

内子線

向井原

土讃線

新谷 牟岐

＜凡例＞開通からの経過年数

窪川

阿波池田

池谷

羽ノ浦

撫養

阿波福井

江川崎

近永吉野生

伊予平野

平成31年１月現在

伊予三島

吉成

225.6km(26.4%)

416.1km(48.7%)

111.7km(13.1%)

54.3km(6.3%)

47.5km(5.6%)

100年以上

80 ～ 99年

60 ～ 79年

40 ～ 59年

40年未満

伊予長浜

路線全体の約７５％が経年８０年を超えるなど老朽化が
進行しており、設備の更新や大規模修繕が増加する。
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平成10年土讃線災害

平成16年災害

●復旧費総額……26億７千万円
（国、愛媛県から３億８千万円ずつ補助）

●台風に伴う減収額……５億円

次々と四国に襲来した台風により、予讃線
を中心に土砂崩壊等が繰り返し発生した。

■四国に影響があった台風と期間
○台風10・11号（ 7月31日～ 8月2日）
○台風15号（ 8月18日～ 8月23日）
○台風16号（ 8月30日～ 8月31日）
○台風18号（ 9月7日～ 9月8日）
○台風21号（ 9月29日～10月7日）
○台風23号（10月20日）

■運転休止期間
繁藤・土佐山田間
9月24日～12月24日
（約３ヶ月間）

●復旧費総額…………………約12億円
（国、高知県から２億９千万円ずつ補助）

●運休に伴う減収額……９億６千万円

台風７号と秋雨前線の影響で、繁藤では連続雨量約1,000mmの
集中豪雨となり、大規模な築堤崩壊等が発生した。

平成29年予讃線災害

■運転休止期間
多度津・詫間間
9月17日～ 9月20日

●復旧費総額…28億９千万円
（平成29年度事業：国、香川県より２千万円ずつ補助）
（平成30年度以降：国、香川県と調整中）

台風18号が四国を直撃し、予讃線
海岸寺・詫間間で護岸が損壊した。

平成30年７月豪雨災害

■運転休止期間（１ヶ月以上）
○予讃線
本山・観音寺間 7月7日～ 8月8日
卯之町・宇和島間 7月7日～ 9月12日
伊予市・伊予大洲間
（海回り） 7月7日～ 8月9日

○予土線
宇和島・窪川間 7月7日～ 8月9日

●復旧費総額…約20億円
（予讃線については、平成30～31年度災害補助事業として、

国、香川県、愛媛県と調整中）

●運休に伴う減収額……約10億円

予讃線での橋脚傾斜や盛土流出をはじめ、四国各線で土砂崩壊等が発生した。

激しい気象条件に対し、一層の防災対策が必要となる。また、大規模災害が発生した場合は、復旧に多額の費用を要
するとともに、運休に伴い収入も減少する。



本四備讃線の固定資産 24

瀬戸大橋

坂出駅

宇多津駅

坂出IC

児島IC 児島駅

茶屋町駅

運
行
：
Ｊ
Ｒ
西
日
本

運
行
：
Ｊ
Ｒ
四
国

設
備
保
有
：
（
独
）
高
速
道
路
機
構

本四備讃線の固定資産は、(独)高速
道路機構が所有しているため、ＪＲ四
国の固定資産には含まれていない。
ＪＲ四国は、法令等にもとづいて、

(独)高速道路機構と利用協定を結んで
おり昭和63年度以降、毎年利用料を支
払っている。

海上部 陸上部

道路鉄道共用部 鉄道専用部道路専用部

鉄道専用部（レール、桁、防
音設備等）の維持管理は、ＪＲ
四国が実施しており、長期的に
は老朽取替も必要となる。

7
9

7
6

7

340

348
355

361
368

320

330

340

350

360

370

H25 H26 H27 H28 H29
本四利用料推移（直近５年）

(独)高速道路機構が実施する共用部（新
幹線走行空間含む）維持管理費の45％や
租税等を本四利用料として支払う。

累積額
年度額

（億円）



本四備讃線のコスト負担 25

下津井
瀬戸大橋

櫃石島
高架橋

櫃石島橋 岩黒島橋

与島橋

北備讃
瀬戸大橋

南備讃
瀬戸大橋

番の州
高架橋

櫃石島 与島 香川県坂出市

与島
高架橋

岩黒島

児島方

岡山県倉敷市

宇多津方

岩黒島
高架橋

神道山
トンネル

鉄道単独部

（本州方）

道路・鉄道共用部

高架橋・架道橋等高架橋・架道橋等

鉄道単独部（四国方）

※短絡線含む

鷲羽山
トンネル

管理路桁

管理路桁

鉄道縦桁

ロングレール

電灯設備

桁上防音工

桁下防音工

軌道スラブ

高欄

○開業30年が経過し、鉄道単独部・専用部に係る
構造物・設備等の維持・更新投資が必要となる。

○当社資産ではないため減価償却費を計上しておらず
投資更新に備えた内部留保が出来ていない。

電車線設備電車線設備

ロングレール

○土木設備：鉄道縦桁塗替塗装、鉄道縦桁・支承部修繕、管理路桁塗替塗装
防音工更新、ＰＣ桁高欄改修

○軌道設備：ロングレール交換、伸縮装置交換、スラブ修繕
○電気設備：電車線設備更新、変電設備更新、信号通信設備・ケーブル更新

本四備讃線は、約25,000人/日のご利用があるものの、
膨大な設備の維持更新を考慮した場合、そのコスト負担
が大きな課題となる。



ＪＲ四国の社員数・平均年齢の推移等 26
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定年再雇用
社員数360人

（内運転士 30人）

574 586 599 618 612 608 626 604 607 588 597 574 565 583 577 580 569 

4,455 4,395 4,273 4,262 4,141 4,033 
3,776 

3,439 3,399 
3,177 

3,039 
2,861 2,740 2,647 2,629 2,507 2,391 
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S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30

運転士 その他社員 平均年齢

社
員
数
（
人
）

平
均
年
齢
（
歳
）

社
員
数
（
人
）

年齢

※定年再雇用社員を除く

社員数・平均年齢の推移

年齢別社員数（平成30年4月時点）

※年度初の数値

社員数 2,391人 平均年齢 41.0歳
（内運転士 569人 平均年齢 40.4歳）

当社社員の年齢構成は、国鉄改革を経て、いびつである。現在、大量
退職時代を迎えて人材確保が大きな課題であり、定年再雇用等に取り
組むものの、列車運行に不可欠な運転士不足も懸念される。



第５章 ＪＲ四国に講じられている支援制度等



ＪＲ四国に講じられている支援制度と公的負担 28

経営安定基金

●鉄道の運営により生じる営業損失を補てん
するため

●必要な152億円の運用益を確保するため
年率7.3％にて算定された2,082億円

経営安定基金の設置

●鉄道建設・運輸施設整備支援機構への貸付
制度

●低金利下において運用益を確保するため
貸付利回り 4.99％
＜総額443億円（Ｈ９～Ｈ22受取）＞
貸付利回り 3.73％
＜総額703億円（Ｈ14～Ｈ28受取） ＞

運用益確保に係る支援策

税制特例措置

●ＪＲ二島会社が所有する一定の固定資産に
係る課税標準の特例【課税標準１／２】
当初はＨ８まで 以降５年毎に期限延長
現在はＨ33まで

約８億円【Ｈ29実績】

二島特例（固定資産税等の軽減措置）

●ＪＲ二島会社及び貨物会社が国鉄から承継
した一定の固定資産に係る課税標準の特例
【課税標準３／５（Ｈ13まで１／２）】
当初はＨ８まで 以降５年毎に期限延長
現在はＨ33まで

約１億円【Ｈ29実績】

承継特例（固定資産税等の軽減措置）

無利子貸付制度

●Ｈ10・Ｈ11の設備投資資金の一部が対象
＜総額82億円＞

●15年据置、10年均等償還

鉄道共済年金の制度改正に伴う措置

経営安定化のための支援措置

●特例業務勘定から1,400億円の無利子
貸付を受け、経営安定化特別債券を購入
（Ｈ23～Ｈ43、2.5％） 35億円／年

経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）

●Ｈ23～Ｈ32の設備投資資金の一部が対象
＜総額400億円＞
【助成金１／２、無利子貸付１／２】

●10年据置、10年均等償還

設備投資への助成金、無利子貸付

安全対策に対する追加的支援措置

●安全投資・修繕５カ年計画に基づく設備投
資資金が対象（Ｈ28～Ｈ31）
＜総額112億円＞
【助成金１／２、無利子貸付１／２】

●20年据置、５年均等償還

設備投資への助成金、無利子貸付

●安全投資・修繕５カ年計画に基づく修繕費
が対象(Ｈ28～Ｈ31)＜総額88億円＞

●20年据置、５年均等償還

修繕費への無利子貸付

公租公課

【Ｈ29実績】
●固定資産税 約９億円
●その他 約２億円

本四（瀬戸大橋）利用料

【Ｈ29実績】
約７億円

ＪＲ四国の公的負担

ＪＲ四国に講じられている主な公的支援制度

時限

時限

時限

恒久

単発

各種補助事業

国 約３億円
自治体 約３億円【Ｈ29実績】

単発 耐震化、バリアフリー化等に対する
国や自治体の補助

その他の税制特例措置時限

時限

時限

時限

時限

【Ｈ29実績】
●軽油引取税 約５億円
●法人事業税(外形標準課税) 約３億円
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※２ 経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定から1,400億円の無利子貸付を受け、同機構の発行する経営安定化特別債券を購入
利率は、特別債券発行の日から10年間は年2.5％。以降は年2.5％を上限に市場金利の動向その他による変動利率

経営安定基金運用益等の推移

（億円）

350億円／10年 上限350億円／10年

35(上限)

基金の積み増し措置は年２．５％を上限に、
市場金利の動向その他による変動利率

…

※１ 2019(H31)年度以降の自主運用益は運用利回り2.5%で想定

35(上限) 35(上限)
23(上限)

(87)

計画

(87) (87) (87) (87)

(75)

自主運用益

鉄道・運輸機構債券利息（3.73％）

経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）

経営安定基金
(2,082億円)

(52) (52) (52) (52) (52)

(52)

※３ 鉄道・運輸機構債券利息（3.73%）
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構への貸付制度。貸付利回り3.73％（2002(H14)～2016(H28)年度受取）

基金の積み増し措置は2031(H43)
年度までの期限となっている。

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(H31)

2020
(H32)

2021
(H33)

2022
(H34)

2030
(H42)

2031
(H43)

※2011（H23）年度以降の推移



ＪＲ四国に講じられている国の支援措置② 30

※経営安定化のための支援措置
設備投資資金の一部が対象［2011(H23)～2020(H32)年度］
無利子貸付200億円は、10年据置後、10年均等で償還が必要

設備投資への助成金・無利子貸付

※安全対策に対する追加的支援措置
安全投資・修繕5カ年計画に基づく設備投資資金が対象
［2016(H28)～2019(H31)年度、
進捗により2020(H32)年度まで支援可能］

無利子貸付56億円は、20年据置後、5年均等で償還が必要

○このほか、修繕費への無利子貸付（総額８８億円）の支援が行われている。
安全投資・修繕5カ年計画に基づく修繕費が対象［2016(H28)～2019(H31)年度、進捗により2020(H32)年度まで支援可能］

20年据置後、5年均等で償還が必要

（※）日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律
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見通し 計画 計画

特急車両新製

ＩＣカードの導入

マクラギのコンクリート化駅舎の耐震化

電気設備の更新

支援措置を活用した施策例

保守作業用車両取替

安全対策に対する追加的支援措置 総額１１２億円
（助成金56億円、無利子貸付56億円）

経営安定化のための支援措置 総額400億円
（助成金200億円、無利子貸付200億円）

その他設備投資（自己資金）

助成金・無利子貸付の法律(※)上の交付の期限
は2020(H32)年度末までとなっている。

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(H31)

2020
(H32)



ＪＲ四国に講じられている国の支援措置③

ご利用のお客様の減少 及び低金利の継続 による収支悪化を、①営業費用の削減を中心とした経営努力 と、②国による基金収益の下支え支援策 により
カバーしてきたが、今後の人口減少と設備・車両の更新・大規模修繕の増加を想定した場合、同様の施策のみでは抜本的な対策にならないと考えられる。

経常損益と国による金融支援の推移（支援は損益のみ）
（億円）

※助成は特別利益

31

2017(H29)／長期金利0％
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2009(H21)／高速1000円化
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2002(H14)／高速道路骨格完成
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1996(H8)／基金全額償還

▲ 200

▲ 180

▲ 160

▲ 140

▲ 120

▲ 100

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

60

80

営
業
費

10

金
利
低
下

基
金
支
援

経
営
努
力

金
利
低
下

基
金
支
援

経
営
努
力

金
利
低
下

基
金
支
援

経
営
努
力

修
繕
費

（億円） （億円） （億円） （億円）

金
利
低
下

運
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収
入 運

輸
収
入

57
運
輸
収
入

88年 96年 88年

57

02年

1億

57

88年 09年

1億

57

88年
17年

▲5億

41

※なお、修繕費については

支援措置を活用したため、

執行額が膨らんだ。

※支援額

(無利子貸付)

運
輸
収
入

修
繕
費
節
減

修
繕
費
節
減

修
繕
費
節
減

◆経常損益増減の要因分析

（年）

ご利用のお客様の減少及び低金利の継続による収支悪化を、①国による基金収益の下支え支援策と、②営業費用の削減を中心とした経営努力により
カバーしてきたが、今後の人口減少と設備・車両の更新・大規模修繕の増加を想定した場合、同様の施策のみでは抜本的な対策にならないと考えられる。



第６章 四国の公共交通ネットワークの
あり方に関する検討



■鉄道のメリット

■バスのメリット

■鉄道の場合

■バスの場合

鉄道とバスの特性

鉄道とバスのコストの違い

出典：ＪＲ北海道「持続可能な交通体系の
あり方について」（平成28年7月29日）より抜粋

鉄道とバスの特性比較

大量輸送

需要に応じた柔軟なダイヤ設定

車両以外のインフラを持たない
身軽さ

まちの変化に合わせ

ルート変更や停留所設置が容易

高速輸送

定時輸送

33

営業収益
（百万円）

営業費
（百万円）

営業損益
（百万円）

営業
係数

JR四国・全線合計
（平成25-29年度平均）

24,838 35,777 ▲10,940 144

【参考】バスの場合(平成27年度)
四国内乗合バス12事業者合計

12,676 14,646 ▲1,970 116



駅を中心とした公共交通機関の連携・まちづくり 34

まちづくりと連携
して駅を新設

新設駅

公共交通の沿線への
居住を誘導

公共交通機関
利用者の駐車場整備

駅を中心とした
コンパクトなまちづくり

駅の近く（拠点エリア）
に人が集まるまちづくり

○○駅・○○図書館

公共施設の合築等
による駅の活性化

駅は交通結節点に
（乗換拠点整備）

公共交通ネットワークで
観光地へのアクセスも便利に

ＩＣカード等ＩＣＴの活用で
乗り継ぎ利便性向上
共通運賃などの導入

パターンダイヤで
等時隔・高頻度運行

自治体等による公共交通機関利用者へのさまざまな助成
・通勤・通学者への補助
・高齢者や免許返納者への優待乗車券発行 等

フィーダー交通（バス・
タクシー等）との連携

将来は自動運転の自動車とも連携



５ 44

６ 47

７ 18 51

８ 20

９ 30

１０00 30

１１00 30

１２00 30

１３00 30

１４00 30

１５00 30

１６00 30

１７00 30

１８00 30

１９00 33 55

２０ 31

２１ 28

２２ 17 54

２３

方面　
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阿南
for A nan

牟岐
for M ugi

海部
for Kaifu

パ
タ
ー
ン
ダ
イ
ヤ

５ 44

６ 47

７ 18 51

８ 20 47

９ 20

１０ 10 54

１１ 39

１２ 17 45

１３ 12 36

１４ 24 53

１５ 24 31

１６04 47

１７ 29

１８0108 26

１９04 33 55

２０ 32

２１ 27

２２ 10 42

２３ 38

                                     方面　

土、休日運休

阿南
for A nan

牟岐
for M ugi

海部
for Kaifu

施策例 牟岐線の利便性向上施策（平成31年春ダイヤ改正より実施） 35

徳島～阿南駅間の9時～19時台、阿南～海
部駅間の10時～15時台に運転する普通列
車の発車時刻を統一し、お客様にわかり
やすく利用しやすいダイヤに見直し。
また、徳島～阿南駅間を運転する普通列
車を８本増発。

パターンダイヤの導入

○お客様にわかりやすく利用しやすい
ダイヤに見直し、より便利に。

○駅から（まで）の二次交通（バス）
のダイヤも調整しやすくなる。

交通事業者が連携することにより、地域間移動の利便性を確保。

高速バスとの連携

徳 島

10:00発 10:47着

徳島バス（株）

→室 戸行
乗換

牟岐線

11:03発 12:19着発 12:35着発

JR

バス

阿 南 牟 岐 海 部

阿南

日和佐

牟岐

海部

由岐

徳島

生見・室戸方面

ＪＲ牟岐線・阿佐海岸鉄道

鉄道と並行する
高速バスの途中乗降可能区間

徳島バス(株)の協力により、高速バス（室戸・生見・阿南大阪線）が阿南～
海部・甲浦間のバス停留所で乗り降りができるようになる。これにより、阿
南駅等で鉄道と高速バスを乗換えて頂くことで、徳島～海部・甲浦間の移動
機会を確保する。

乗り換えてご利用
される場合の例 甲浦

12:47着

甲 浦

徳島駅 牟岐線（阿南方面） 発車時刻表

大阪方面



まちづくりを通じた最適な交通サービス（コンパクト・プラス・ネットワークを目指して） 36

まちづくりを通じた最適な交通サービスの提供によって、四国の活力の維持・向上を目指す。

有
機
的
な
連
携

◆シームレスな乗換実現（対面乗換等）

◆Ｐ＆Ｒ駐車場整備

◆駐輪場整備やレンタサイクル

◆乗継案内の情報提供（サイン、案内板等）

都市圏・地域交通
◆公共施設の駅周辺への集約

◆駅周辺への居住促進・人口集積

◆公共施設と駅の合築

◆駅やトイレの公的保有と活用

交通サービスの提供

鉄道・軌道

ＢＲＴ

バス

タクシー

まちづくり

◆ICTの活用による
乗り継ぎ利便性向上
→ICカード、共通運賃等の導入

◆新技術との連携
→自動運転技術など

小型モビリティ など

四国の活力の維持・向上

持続可能な公共交通ネットワークの実現

◆ダイヤ等の連携による
乗り継ぎ利便性向上

◆MaaSの取り組みによる
移動のシームレス化

◆最適な交通ネットワークの
検討・再構築

◆位置情報提供サービスによる
利便性の向上

航空

高速バス

都市間交通

高速鉄道(新幹線など）

◆新幹線など高速鉄道を
骨格とした交通ネットワーク

駅を中心としたまちづくり

交通結節点としての駅・駅前広場の機能強化


